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東京新聞　2015年8月31日　朝刊
安倍政権、来月中旬成立の方針　安保法案
　安倍政権は安全保障関連法案を九月中旬に成立させる方針。維新の党など野党との修正協議で幅広い合意形成を探りつつ、決裂した場合は参院での採決の強行も辞さない。
　安保法案は参院特別委員会で約六十三時間審議されたが、政府は違憲立法との指摘を解消できないまま。安倍政権は説明に時間をかけるより、審議の長期化で国民の反発が一層強まる前に成立させた方がいいとの姿勢を崩していない。
　今国会の会期は九月二十七日まで。九月下旬には連休や安倍晋三首相の外遊があり、安倍政権はそれ以前に成立させる必要があると判断している。
　与党は対案を参院に提出した維新の党、共同で修正案をまとめた次世代の党など野党三党とそれぞれ修正協議を始めた。「根幹にかかわらない部分なら譲歩できる」（自民党幹部）という意見も出ているが、大幅な修正に応じるつもりはない。修正協議に加わる与党議員は「どこかで見切りをつける」と話す。
　衆院通過から六十日後の九月十四日以降は、衆院の三分の二以上の賛成で再可決させられる憲法の規定も適用できる。「数の力」で押し切ったとの非難を免れない再可決には現段階では慎重だ。
安倍首相、安保法案「今国会で成立」＝与党、例外なき事前承認に難色
　自民党は３１日の役員会で、参院で審議中の安全保障関連法案について、９月２７日までの今国会で成立させる方針を確認した。席上、安倍晋三首相は「法案を今国会で成立させるべく、最後まで政府・与党が緊張感を持ってやっていきたい」と強調した。
　安保法案の対案を提出している維新の党との修正協議に関し、高村正彦副総裁は「真摯（しんし）に対応したい」と指摘。ただ、同党が事実上分裂状態に陥っていることから「以前よりも楽観的ではなくなった」との見方を重ねて示した。
　こうした中、与党は、日本を元気にする会、次世代の党、新党改革の３党と２度目の修正協議を行った。自衛隊の海外派遣に例外なく国会の事前承認を義務付ける３党の修正案に対し、与党側は「緊急時の事後承認の余地を残すべきだ」と難色を示した。９月１日も引き続き協議する。
　一方、安保法案を審議する参院特別委員会は３１日夜に予定していた理事懇談会を取りやめた。中谷元防衛相の答弁に関する政府の説明に、民主党が納得していないため。１日は特別委での審議は行われない。　（時事通信2015/08/31-19:57）
国会の関与強化、自公は条文修正に慎重　安保法案巡り協議 

日経新聞　2015/8/31 20:30

　自民、公明両党は31日、安全保障関連法案を巡り、日本を元気にする会、次世代の党、新党改革の３党と２回目の修正協議に臨んだ。３党側は自衛隊の海外派遣で国会の関与を強めるため(1)例外なく事前承認とする(2)派遣後、一定期間ごとに再承認を義務づけ(3)活動状況を監視・事後検証する――を柱とする修正案を提示。与党側は条文修正に慎重な考えを示した。
　公明党の西田実仁参院幹事長は協議後、記者団に、例外のない事前承認に関して「緊急の必要がある場合にどうするのかについて意見の隔たりがある」と述べ、修正に否定的な考えを示した。(2)と(3)については必要性を認める一方、法文を修正しなくても対応が可能との認識を示した。付則の検討規定などの落としどころを検討しているとみられる。
　協議に先立ち、自民党の高村正彦副総裁は党本部で記者団に「国会の関与は現実に害のない範囲でできるだけ取り入れて、何らかの形で話ができればと思う」と語った。
産経新聞　2015.9.1 05:00更新 

【安保法案】政府案で成立へ　維新分裂、修正協議は困難に
　集団的自衛権の限定的な行使容認を含む安全保障関連法案は、ほぼ政府案の通り今国会で成立する見通しとなった。政府・与党が３１日、維新の党の対案を採用しない方向で最終調整に入ったためだ。維新の松野頼久代表は同日、民主党の岡田克也代表と会談し、今国会閉会後に選挙や政策面で両党の連携を協議する枠組みをつくることを確認。政府・与党としては、維新の分裂は不可避とみて、維新との協議による法案修正は困難と判断した。
　自民党の高村正彦副総裁は３１日、維新との修正協議について「消極的ではないが、以前より楽観できなくなった」と説明。維新の対案について「われわれが害にならないと思うところをできるだけ（修正案に）取り入れ、その結果、維新が全体として受け入れてくれるのなら修正ありうべし」と述べた。
　政府関係者も「参院で法案修正しても衆院で修正部分の採決を行う際、維新が同じ行動を取れるかは怪しい」と指摘。維新案は集団的自衛権行使の要件について、自国防衛の目的を明確にした「武力攻撃危機事態」を新設しているが、自民党幹部は「事実上自衛隊の活動範囲に地理的制約を課すもので、政府案との開きは大きい」と述べた。　
　次世代の党、新党改革、日本を元気にする会の野党３党による修正案は、条文は変更せず付帯決議に盛り込むことを検討する。
　一方、岡田、松野両氏の党首会談では、９月４日にも民主、維新、共産各党など野党５党の党首会談を開き、安保関連法案反対に向けて結束することも確認した。
　松野氏は８月３１日の党幹部会合で、大阪維新の会代表の橋下徹大阪市長と３０日に電話で会談したことを報告。松野氏は「戻ってほしい」と新党結成を見送るよう求めたが、橋下氏は「無理だ」と伝えた。
安保法案 採決日程にらみ“攻防”活発に
NHK　9月1日 5時30分
安全保障関連法案を巡って、与党側は採決に向けた環境の整備を急ぎ、今月中旬にも法案を可決して成立させたい考えです。これに対し、民主党などは「法案審議が重要な局面に入っており、野党が協力して対応する必要がある」として、野党の党首会談の開催を調整するなど、採決日程もにらんだ与野党の駆け引きが活発になっています。
安全保障関連法案を巡って、安倍総理大臣は自民党の役員会で、今月２７日の今の国会の会期末まで残り１か月を切ったことを踏まえ、「この国会で成立させるべく、最後まで緊張感をもって取り組んでいきたい」と述べ、今の国会での成立に向けて改めて決意を示しました。
与党側は今月１４日以降、衆議院の３分の２以上の賛成で再可決できる、いわゆる「６０日ルール」が使えるようになることも念頭に置きながら、法案を審議している参議院の特別委員会では参考人質疑の開催を野党側に働きかけるなど、採決に向けた環境の整備を急ぎ、今月中旬にも法案を可決して成立させたい考えです。
これに対し、民主党の岡田代表は３１日、維新の党の松野代表と会談し、「法案審議が重要な局面に入っており、野党が協力して対応する必要がある」として、週内に野党の党首会談を開くよう呼びかけることで一致しました。
また、民主党をはじめ野党４党の党首は３０日、国会前で開かれた法案に反対する大規模な集会にそろって出席するなど、法案に反対する世論と連携して成立を阻止したい考えで、採決日程もにらんだ与野党の駆け引きが活発になっています。 

首相 安保法案の今国会成立に改めて決意
ＮＨＫ　8月31日 20時23分
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安倍総理大臣は、自民党の役員会で、来月２７日の今の国会の会期末まで、残り１か月を切ったことを踏まえ、安全保障関連法案の今の国会での成立に向けて、改めて決意を示しました。
この中で、安倍総理大臣は、安全保障関連法案について、「今の国会も残り１か月を切ったが、この国会で成立させるべく、最後まで、政府・与党が緊張感をもって取り組んでいきたい」と述べ、今の国会での成立に向けて、改めて決意を示しました。
また、佐藤国会対策委員長は、「来月１３日で、法案が参議院に送られてから６０日になる」と指摘し、来月１４日以降、衆議院の３分の２以上の賛成で再可決できる、いわゆる「６０日ルール」が使えるようになることも踏まえ、参議院での審議促進を求めました。
このあと、谷垣幹事長は、記者会見で、３０日、これまでで最も規模の大きな反対集会が開かれたことに関連して、「デモも意思を示す一つの方法だが、とかく争点が単純化される。私どもは、もう少し多様な現実を説明する努力をしなければならない」と述べました。 

しんぶん赤旗　2015年8月31日(月)

自民、法案審議に焦り　衆院再議決をさぐる
　自民党内でいわゆる「６０日ルール」を使い、戦争法案成立を強行する動きが浮上しました。
　「６０日ルール」とは、衆院が可決し参院に送られた法案を６０日以内に採決しなければ「否決」したとみなし、衆院で再議決（憲法５９条４項）するものです。自民党幹部の一人は「参院がこれ以上もたもたするなら、法案を取り上げ衆院でやるしかない」と述べます。
　７月２８日に参院安保法制特別委員会で審議入りした戦争法案の総審議は８月２８日時点で６３時間です。衆院段階の総審議時間の１１６時間に比べ、６割にも達していません。
　参院自民党は､｢６０日ルール」の適用が可能となる９月１４日の週に法案の強行成立を狙っています。それまでに衆院並みの審議時間を確保し、衆院で行った２回の参考人質疑、地方・中央の公聴会を開くとすれば、相当な強行日程となります。参院での法案成立を確実には見通せない状況に直面し、安倍政権と自民党執行部には深刻な焦りが生じています。
　「行くも地獄、引くも地獄」。自民党議員の一人はこぼします。　「（９５日間という）史上最長の会期延長をはじめ、これだけのことをして法案が通らなければ、首相のリーダーシップが問われ、普通なら退陣になる。参院の自民は、来年の選挙を恐れ自分の手を汚したくない。参院の審議を無視して衆院で強行するのは、参院の否定、審議の否定になる。（戦争法案という）問題が問題だけに厳しい局面だ｣と述べます｡
　衆院並みの審議時間確保へと参院段階で進まないのは、礒崎陽輔首相補佐官の暴言問題、法案審議中に暴露された自衛隊統幕内での暴走問題、防衛・外務両大臣答弁の迷走、安倍晋三首相本人のヤジ問題など、審議の中断・法案の行き詰まりが招いたもので、政府・与党の責任です。さらに衆院の強行採決（７月１５日の特別委、１６日の本会議）に対し国民の怒りが爆発して内閣支持率は急落。与党も「丁寧な質疑」を余儀なくされました。
　違憲の法案に反対の多数世論が巨大な壁となって政府与党の前にそびえ立ちます。
　自民党閣僚経験者の一人も「『６０日ルール』をやったら大変だ。支持率下落は１０％ですまない。政権がつぶれるかもしれない」と危機感を表明します。「再議決」の動きには、参院自民党からも反発の声が漏れます。
　９月８日告示の自民党総裁選をめぐっても戦争法案審議との関係で緊張が走ります。
　自民議員の一人は「もし安倍首相に対抗馬が出れば、地方遊説などで国会を止めなければならず、法案審議と両立しない。官邸は無投票当選にするため必死だ」と述べます。他方「対抗馬が出なければ自民党の底の浅さが批判される」という声も（同党議員）出されます。
　３０日の国会包囲は１２万人、全国では１０００カ所以上の取り組みが空前の規模で成功。安倍政権は包囲されました。
　「若い母親の反対の広がりは特に慎重に対策しなければならない。確かに不安が広がっている」
　前出の自民党幹部の一人はこう述べ、無党派市民層の自然な感性からの批判の広がりに恐れを隠しません。
　参院での強行か、衆院での再議決か。それとも廃案か―。空前の国民的たたかいは深く安倍政権を追い詰めています。（中祖寅一）
安保デモ「大きな誤解」＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は３１日午前の記者会見で、安全保障関連法案に反対する大規模デモについて「一部の野党やマスコミから戦争法案だとか徴兵制の復活などの宣伝もされ、大きな誤解が生じていることは極めて残念だ。政府として、誤解を解く努力をしっかり行っていきたい」と述べた。同法案に関しては「国民の声に耳を傾けながら、国民の生命と平和な暮らしを守ることは、国としての責務だ」として、成立を急ぐ考えに変わりのないことを強調した。　（2015/08/31-12:13）2015/08/31-12:13

安保デモ「大きな誤解」＝菅官房長官
時事通信 8月31日(月)12時13分配信 

　菅義偉官房長官は31日午前の記者会見で、安全保障関連法案に反対する大規模デモについて「一部の野党やマスコミから戦争法案だとか徴兵制の復活などの宣伝もされ、大きな誤解が生じていることは極めて残念だ。政府として、誤解を解く努力をしっかり行っていきたい」と述べた。
　同法案に関しては「国民の声に耳を傾けながら、国民の生命と平和な暮らしを守ることは、国としての責務だ」として、成立を急ぐ考えに変わりのないことを強調した。　
安保法案の抗議行動「大きな誤解、残念」　菅官房長官
朝日新聞デジタル　2015年8月31日12時56分
　菅義偉官房長官は３１日午前の記者会見で、安全保障関連法案に反対する市民による最大規模の抗議行動が全国で行われたことについて、「一部の野党、マスコミから『戦争法案』『徴兵制の復活』などと宣伝されており、大きな誤解が生じていることはきわめて残念だ」と述べた。
　そのうえで、菅氏は「国民の生命、平和な暮らしを守るのは政府の責任」と強調。「誤った認識を解く努力をしていきたい」とし、引き続き同法案の今国会成立をめざす考えを示した。
　また菅氏は、安定した職場として自衛隊に貧困層から入隊希望者が増える「経済的徴兵制」につながるという批判について問われ、「よくわからない。どういう部分で経済的徴兵制と言われているのか、私は認識ができない」と答えた。
安保反対デモ「大きな誤解が一因」…菅長官
読売新聞　2015年08月31日 19時14分
　菅官房長官は３１日の記者会見で、３０日に国会周辺であった安全保障関連法案に反対するデモについて「法案は『戦争法案』『徴兵制の復活』などと宣伝され、大きな誤解が生じている」と述べ、国会審議を通じて法案への理解を求めていく考えを示した。
　主催者がデモの参加者を１２万人と発表する一方、警察関係者が３万３０００人としたことについては「だいぶ開きがある」と指摘した。
安保法案 官房長官“国民の理解得たい”
NHK　8月31日 12時32分
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菅官房長官は３１日午前の記者会見で、安全保障関連法案を巡り３０日、これまでで最も規模の大きな反対集会が開かれたことについて「国民の生命と平和な暮らしを守るのは政府の責任だ」と述べ、国民の理解を得て法案の成立を図りたいという考えを示しました。
安全保障関連法案を巡って３０日、これまでで最も規模の大きな反対集会が国会周辺で開かれたほか、全国各地で法案に反対する集会やデモが行われました。
これについて菅官房長官は午前の記者会見で、「一部の野党やマスコミから『戦争法案だ』とか、『徴兵制の復活』などという宣伝がされており、大きな誤解が生じていることは極めて残念だ。こんにちまでの平和国家としての歩み、専守防衛、非核三原則、こうした基本方針は全く揺るぎがない」と述べました。そのうえで、菅官房長官は「わが国を取り巻く安全保障環境が厳しさを増すなか、国民の生命と平和な暮らしを守るのは政府の責任であり、国会審議を通じて誤解を解く努力をしっかり行っていきたい」と述べ、国民の理解を得て法案の成立を図りたいという考えを示しました。
一方、菅官房長官は、国会周辺の集会への参加者数が、主催者の発表ではおよそ１２万人、警視庁の調べでは３万人余りとなっていることについて、「いつもと比べて開きがあるような感じがする。法案に賛成のデモも実施されていて、国民の皆さんの声には、さまざまな声があることも事実だと思う」と述べました。 

民主幹事長“成立阻止へ 維新と連携し対応”
民主党の枝野幹事長は、国会内で記者団に対し、維新の党の分裂が確実な情勢となるなか、３１日午後行われる岡田代表と維新の党の松野代表との会談で、安全保障関連法案の成立阻止に向けて、連携して対応することを確認したいという考えを示しました。
この中で、民主党の枝野幹事長は、維新の党を離党した大阪市の橋下市長のみずからが代表を務める地域政党「大阪維新の会」を母体とする新党を１０月中にも結成する方針について、「他党のことについて、あまり申し上げるべきではない」と述べました。
そのうえで、枝野氏は、民主党の岡田代表と維新の党の松野代表が、３１日午後行う会談に関連して、「安倍政権の暴走を、野党としてどう食い止めるのかということについては、考え方は共通していると思っている。立憲主義と民主主義の基盤を壊そうとしている安全保障法制の阻止に向けて、最大限の協力をしていきたい」と述べ、安全保障関連法案の成立阻止に向けて、連携して対応することを確認したいという考えを示しました。
また、枝野氏は、松野氏が岡田氏と野党再編について意見を交わしたいとしていることについて、「国民の関心はそれほど高くないと思っている。まずは、わが党が野党第１党として期待と信頼を取り戻すためにも、安全保障法制に対し、最後まで徹底して戦うことが求められている」と述べました。
しんぶん赤旗　2015年8月31日(月)

戦争法案廃案・安倍退陣まで　国会正門前　民主・社民・生活の党首訴え
　３０日の「国会１０万人行動」で民主党の岡田克也、社民党の吉田忠智、生活の党の小沢一郎の各党首が連帯あいさつし、戦争法案廃案を訴えました。
　岡田氏は、国会での審議が進むほど法案の問題点が明らかになったと指摘し､｢こんな憲法違反の法案通すわけにはいかない。力を合わせて、私たちも国会の中で結束をして頑張る。同時に、今日のこの姿。普通の国民がみんな危機感を持って怒っている姿を安倍政権にわからせなければいけない。みなさん、一緒になって法案廃案にしよう｣と訴えました｡
　吉田氏は、法案審議が遅れ、安倍晋三首相の思うとおりに進まないのは、日本各地で戦争法案反対の声が広がっているからだと強調。「平和憲法の理念を生かす安全保障政策こそいま求められている。社民党も今日来ている政党のみなさんと、立場の違いを超えて戦争法案廃案、安倍政権打倒に向けて全力をあげていく」と述べました。
　「私はいままでこういう集会に顔を出したことはほとんどないが」と話し始めた小沢氏。大きな拍手につつまれ、「今回だけはなんとしても、いいかげんでばかげた危険な法律を阻止するために力を合わせなきゃいけない。そして安倍内閣を退陣に追い込む。その思いで、今日みなさんの前に立った。私も各党のみなさんと力を合わせて、最後までたたかいぬく決意だ」と話しました。
産経新聞　2015.8.31 12:14更新 

【安保法案】菅官房長官「野党やマスコミに戦争法案と宣伝され、誤解生じたのは極めて残念」
　菅義偉官房長官は３１日午前の記者会見で、安全保障関連法案に反対する市民団体などが国会周辺で開いた３０日の集会に関し「一部の野党やマスコミから『戦争法案』『徴兵制の復活』などと宣伝され、大きな誤解が生じていることは極めて残念だ」と述べた。
　菅氏は「わが国を取り巻く安全保障環境は厳しさを増している。国民の生命と平和な暮らしを守るのは政府の責任だ。万が一に備える必要があることも訴え、誤った認識を解く努力をしたい」と強調した。
　同時に、法案に賛同するデモが実施されていることを挙げ、「国民にはさまざま声があるのも事実だ」と指摘した。
産経新聞　2015.8.31 21:15更新 

安保法案反対デモ、本当の参加者数を本社が試算
　参院で審議中の安全保障関連法案に反対する市民団体が８月３０日に開いた集会への参加者数が、国会正門前は多くても３万２千人程度だったことが産経新聞の試算で分かった。国会周辺にも参加者がいたとはいえ、主催者の「戦争させない・９条壊すな！　総がかり行動実行委員会」が発表した１２万人にはほど遠い。警察当局は約３万３千人と発表している。
　試算は上空から撮影した正門前で警備にあたっていた警察車両の前に機動隊員が１５人並んでいたことを基準とした。そこに面した正方形部分（矢印）の人数を約２２５人と計算。白枠の正方形はその１６倍で約３６００人とした。９つの白枠全てが参加者で埋まっても国会前は約３万２４００人となった。菅義偉（すがよしひで）官房長官は３１日の記者会見で、主催者と警察当局の参加者数の違いについて「通常よりも、はるかに開きがある感じだ」と述べた。


安保法案に反対する集会で、国会正門前を埋め尽くす人たち。警察車両に機動隊員が１５名並んでいることからその正方形（矢印部分）を約２２５人と試算。白枠の正方形はその１６倍となり約３６００人。白枠で囲った部分全てが埋め尽くされても、国会前に集まった集会参加者は約３万２千４百人となった＝３０日午後（共同通信社ヘリから）
産経新聞　2015.8.31 18:39更新 

【安保法制】静止振り切り鉄柵「決壊」、車道に流れ込む群衆…　混乱する現場、警備からは悲痛な声


国会正門前で開かれた安保法案に反対する集会で、道路を埋め尽くす大勢の人たち＝３０日午後、東京都千代田区（共同通信社ヘリから）
　東京・永田町の国会議事堂周辺で３０日、安全保障関連法案に反対する市民団体らによる集会が行われた。警察官の制止を振り切り、柵を乗り越えた参加者が車道にあふれた国会正門前。人が殺到し、身動きが取れないほどの状態となる中、参加者は安保法案の廃案や安倍晋三首相の退陣を求める声をあげ、周囲は騒然とした雰囲気に包まれた。
　同日午後、国会周辺では集会の参加者らが増え始めた。午後１時の時点で５千人ほどが集まっていたとみられる。現場には、安保法案廃案を主張するプラカードなどを携えた人のほか、法案に反対する創価学会員とみられる人の姿もみられた。警視庁は事故防止のため、歩道と車道を鉄柵で区切るなどして対応。普段より機動隊員を増員し、警備にあたっていた。
　「決壊した」。群衆から怒声が上がったのは同１時半すぎだった。一部の人物が警察官の制止を振り切り、車道に入った。参加者が鉄柵をつかんで揺すり、警察官が必死に押さえる様子もみられたが、次々と車道に参加者がなだれ込んだことで、現場は混乱状態となる。
　《万全の注意を払い対応に当たられたい》
　不測の事態に備え、神経をとがらせていた警視庁。事故や負傷者を出すことは決して許されない中、緊迫感は一気に高まった。多数の参加者が正門前の車道を埋め尽くす。それでも人の流れは止まらず、現場は対応に追われた。
　《どこも、状況は同じです。皆、何とか頑張っている。状況は同じ！》
　無線で現場の状況確認や指示、応援要請が飛び交う。警視庁は主催者側に参加者を歩道へ移動させるよう要請したが、状況は変わらなかった。
　国会前では、風船につるされた巨大な横断幕があがり、多数の上り旗がはためく。こうした中、民主党の岡田克也代表や共産党の志位和夫委員長ら野党幹部が現れ、気勢を上げた。音楽家の坂本龍一氏らも登場して主張を述べた。
　「集計では１２万人」。午後４時前、主催者側はこう発表し、歓声があがった。集会終了後も、車道の“占拠”は続き、警視庁が封鎖を解除するまで、ラップ調の抗議活動などが続いていた。
　一方、警視庁は、当日の参加者は約３万人だったとみている。
産経新聞　2015.8.31 17:27更新 

【安保法制】国会前集会発言集（１）「安倍は人間じゃない。たたき斬ってやる」山口二郎法政大教授

国会前で行われた安保法案反対デモ＝３０日、東京都千代田区の国会前（早坂洋祐撮影）
　安全保障関連法案に反対する市民団体が主催した８月３０日の国会周辺の集会には、民主党の岡田克也代表ら野党幹部のほか、法政大の山口二郎教授や音楽家の坂本龍一氏、学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」のメンバーらが参加し、安倍晋三首相を「安倍」と呼び捨てにしながら、「戦争法案反対」「安倍政権打倒」などと訴えた。主な発言は次の通り。
◇
山口二郎法政大教授
　「安倍首相は安保法制、国民の生命と安全のためと言っているが、こんなものは本当に嘘っぱち。まさに生来の詐欺師が誠実をかたどったものだ。安倍政権は国民の生命、安全なんて、これっぽっちも考えていない。その証拠に先週、（東京電力）福島（第１）原発事故の被災者に対する支援を縮小する閣議決定した。線量が下がったから、もう帰れ。本当に人でなしの所業だ。
　昔、時代劇で萬屋錦之介が悪者を斬首するとき、『たたき斬ってやる』と叫んだ。私も同じ気持ち。もちろん、暴力をするわけにはいかないが、安倍に言いたい。お前は人間じゃない！　たたき斬ってやる！　民主主義の仕組みを使ってたたき斬ろう。たたきのめそう。われわれの行動は確実に与党の政治家を圧迫し、縛っている。与党がやりたいこと、次から次へと先送りして、この戦争法案に最後の望みをかけているが、われわれも力でこの安倍政権のたくらみを粉砕し、安倍政権の退陣を勝ち取るために、今日の２倍、３倍の力で一層戦いを進めていこうではないか」
産経新聞　2015.8.31 17:29更新 

【安保法制】国会前集会発言集（２）「安倍は首相をやめろ」シールズ・奥田氏

国会前で安保法案反対を訴え、声を上げる「ＳＥＡＬＤｓ」の奥田愛基さん＝３０日午後
シールズの奥田愛基氏
　「最近よく、この安保法制のことが決まったら、あなたたちどうするんですかといわれるんですけど、それが通るまでも、決着がついたあとも、次の選挙も、ずっとずっと問われているのは主権者である私たち。ずっとずっとおれたちが考えていかなきゃいけないし、それが民主主義ってものだと思います。
　だから何回でも言いましょう。こんなところで終わってはないんです。今日は６０年ぶりぐらいかわかんないですけど、国会周辺でこの国会前の道路を埋め尽くして人々が声を出しています。主権者はおれたちであって、『最高責任者は私だ』と言って、のさばっているお前じゃないっていう叫びです。
　安倍首相は『どうでもいい』とかやじを飛ばして、この安保法制を結構軽く見ていると思うんですよね。法的安定性は関係ないとか、憲法だって無視していいと思っている。だが、憲法っていうのは、おれたち一人一人の権利なんで、それを無視するというのは、国民を無視するということなんですよ。この国に生きる一人一人の民を無視するってことなんですよ。
　後方支援だって、実際は武力行使と一体になっているし、武器等防護だって、実際には武力の行使ですよ。武力の行使ってどういうことですか。武器を使用するって、どういうことですか。戦争に参加するってことなんですよ。だからおれたちは声を上げないといけないし、今日は友達たちがツイッターとかラインとかでしか見たことがなかった友達たちが全国から今日集まっています。２０カ所以上から、６００人の友達が来ています。見つけたら声をかけてやってください。
　率直にいいます。どうでもいいとおっしゃるならば首相をやめてください。憲法を無視するならば、首相をやめてください。なぜか。国民が法律を犯したら逮捕されます。当たり前ですよね。権力者が憲法を無視したら、それはクーデターですよ。だから言うんですよ、やめていただくしかないと。これはかなり当たり前のことですよ。憲法は守ったほうがいいというのは、変なことですかね。おかしな主張ですかね。偏ってますかね。極端ですかね。利己的ですかね。そんなことないでしょ。どうでもいいなら首相をやめろ。コールします。
　（ラップ調に「どうでもいいなら総理をやめろ」「憲法を守れ」「勝手に決めるな」「戦争反対」「民主主義ってなんだ」「安倍はやめろ」と連呼）
　今日ビッグな先輩がいるんですけど、駆け付けてくれるということで、チョー待ってました。坂本龍一さんです！」
産経新聞　2015.8.31 17:31更新 

【安保法制】国会前集会発言集（３）「この集会はフランス革命」坂本龍一氏


国会前で開かれた集会で、安保法案反対を訴える坂本龍一さん＝３０日午後
坂本龍一氏
　「初対面ですよね（と隣の奥田氏と握手）。今回の安保法案のことが盛り上がってくる前は、かなり現状に対して絶望していたが、若者たち、女性たちが発言してくれているのを見て、日本にもまだ希望があるんだと思っている。本当に良かった。ここまで崖っぷちになって初めて、私たち日本人の中に、憲法の精神、９条の精神がここまで根付いていることをはっきり皆さんが示してくれた。とても勇気づけられている。ありがとうございます。
　今の日本国憲法は、確かに米国が働いたという声があるが、今、この状況で民主主義が壊されようとしている。憲法が壊されようとしている。ここに来て、民主主義を取り戻す、憲法の精神を取り戻すことは、まさに憲法を自分たちの血肉化することだと思う。とても大事な時期だ。憲法は世界の歴史を見ると、何世紀も前から自分たちの命をかけて戦い取ってきたものだ。もしかしたら、日本の歴史の中では明治憲法しかり、日本国憲法しかり、自分たちが命をかけて日本人が戦い取ってきたものではなかったかもしれないけれど、今、まさにそれをやろうとしている。
　僕たちにとっては、イギリス人にとっての『マグナ・カルタ』であり、フランス人にとっての『フランス革命』に近いものが、今ここで起こっているのではないかと思っている。ぜひ一過性のものにしないで、仮に安保法案が通っても、そこで終わりにしないで、ぜひ守り通して、行動を続けていってほしいと思う。僕も皆さんと一緒に行動していく」
産経新聞　2015.8.31 23:12更新 

「国民の不安のうねりを痛感」　民主・枝野氏、“１２万人”集会を称賛
　民主党の枝野幸男幹事長は３１日、安全保障関連法案に反対する市民団体が８月３０日に開いた国会周辺の集会について、「１２万人規模の大きな集会が行われた。国民の法案への批判、不安が大きなうねりになっていることを改めて痛感させられる事態だった」と称賛した。記者団の質問に答えた。
　さらに「こうした国民のうねり、期待を受け、何とか法案の成立を阻止して、立憲主義と民主主義を守るために総力を挙げたいと改めて決意している」と語った。
　集会への参加者数に関し、主催者の「戦争させない・９条壊すな！　総がかり行動実行委員会」は１２万人と発表したが、警察当局は約３万３千人と発表した。枝野氏は、国会周辺だけでなく、近隣の日比谷公園などに人があふれ、参加者も入れ替わっていたとし、「『３万人』は、かなりまゆにつばをつけなければならない数字だ。こうしたもの（警察発表の数字）をたれ流しにせず、全体を把握して報道していただきたい」と報道陣に注文を付けた。
＜安保デモ＞海外が注視…ＢＢＣ「日本の若者は目覚めた」
毎日新聞 8月31日(月)11時29分配信 






安保法案に反対して、国会周辺に集まった大勢の人たち＝東京都千代田区で２０１５年８月３０日、望月亮一撮影 
　東京・永田町の国会周辺で３０日、安全保障関連法案に反対する数万人規模の抗議集会やデモが開かれたことについて、海外メディアは同日、英ＢＢＣが「日本の若者は目覚めた」と伝え、独第１、第２公共テレビが夜のメインニュースで報じるなど、強い関心を示した。【隅俊之、ブリュッセル斎藤義彦】　◇独ＴＶ「市民の反対増加」
　ＢＢＣは「日本の若者は政治に無関心で無気力だと批判されるが、彼らは目覚め、沈黙することを拒否しているようだ」と報じた。デモ参加者へのインタビューを交えながら、「（安倍晋三首相が）この声を聞いているのかが問題だ」とも。英紙フィナンシャル・タイムズは、中国の領土的野心への懸念から法案が準備されたと伝え「安倍首相は軍国主義の過去から学んでおらず、中国も同じ道を歩む危険がある」とのデモ参加者の声を紹介した。

　日本と同じ敗戦国で現在は北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の集団的自衛権に基づく作戦に参加しているドイツも関心を見せ、第１、第２公共テレビはそろって３０日夜のメインニュースで取り上げた。安保関連法案を「戦後初めて自衛隊を海外での戦闘に参加させる法案」と解説し、「平和主義からの決別に市民が反対している」「安倍首相は９月中の法案成立を願っているが、逆に市民の反対は増えている」と伝えた。米ＣＮＮや通信社も「ここ数年で最も大きなデモの一つだ」（ロイター通信）などと報じた。

　中国では、国営新華社通信が「『安倍首相は辞任しろ』などのスローガンが国会の上空に響き渡った」などと報道。国営中国中央テレビも夕方７時の定時ニュースで取り上げた。

　また、韓国の京郷新聞（電子版）は「日本の誇る坂本も怒った」と、音楽家の坂本龍一さんが国会前でマイクを握ったことを伝えた。
産経新聞　2015.8.31 11:07更新 

【安保法案】反対派の急先鋒・ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の正体とは？　ラップ調で抗議活動、ネット活用…


国会前で行われた安保法案反対デモ＝３０日、東京都千代田区（早坂洋祐撮影）
　安全保障関連法案が議論となる中、繰り返されてきた抗議活動で注目を集めてきたグループがある。学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」。どこにでもいるような若者が前面に立ち、批判を展開している。ヘルメットにゲバ棒といった過去の組織運動とは一線を画し、“クリーン”なイメージで存在感を示しているが、実態は不明な部分もある。
党派・過激さ否定
　《国民なめんな》《言うこと聞かせる番だ　おれたちが》《安倍はやめろ》
　安保法案が激しい議論となる中、国会前では毎週のように反対するグループが集まり、ラップ調の抗議を連呼したり、演説を行ったりしている。その中心にいるのが、シールズだ。
　関係者らによると、シールズは特定秘密保護法に反対する学生有志の会として平成２５年に結成された「ＳＡＳＰＬ（サスプル）」を前身に、今年５月に結成された。サスプルは首相官邸周辺などで同様の抗議活動を行ってきたが、同法の施行で取り組みを終えた。
　その後、「平和憲法と立憲主義を守り、対話と協調に基づく外交・安全保障政策を求める」ことなどを新たな課題に、名称を変えて再結成された。首都圏の大学生ら３０人程度が中心メンバーで、単体で数百人の動員力があるとされる。
　シールズの特徴は、インターネットなどを活用し、洗練されたイメージ戦略で主張を訴える一方、どこにでもいるような若者が素顔や実名を出して抗議活動を繰り広げていることだ。
　「党派色や過激性を徹底的に否定し、クリーンさを強調したことで若い世代に共感を呼んでいる」。公安関係者はこう指摘する。
　実際に取り組みは関心を集めてきた。メディアはシールズの活動を「若者たちの叫び」などと報道。全国各地で共感した若者が同様のグループを立ち上げ活動を始めた。国会前のほか、東京・渋谷などの繁華街でもデモを実施。最近の国会前での抗議活動では最大７千人を集めた。
他グループと衝突
　一方で、他のグループとの衝突も起きている。警察関係者によると、中核派など“古参”の極左グループに対して過去の内部抗争や過激行動を厳しく批判。シールズの活動に合わせビラ配りや勧誘を行う活動家らとのトラブルも発生した。
　野党も、その存在に注目しているようだ。共産党は機関紙「赤旗」にシールズの活動を大々的に掲載。国会前の集会には、民主党の岡田克也代表ら野党幹部とともに、共産党の志位和夫委員長も駆けつけた。
　「政治権力が憲法を壊し始めたら独裁政治になる。独裁政治の道、専制政治の道を断固として拒否しようではありませんか」。志位氏の訴えに、参加者からは歓声と拍手が起こった。
　シールズは共産党との直接的な関係も否定している。公安関係者も「メンバーは基本的に無党派。安保法案廃案や政権を追い込む意図で一致し、互いに利用したい思惑が働いているのでは」との見方を示す。一方、シールズをきっかけに地方に広がった若者の取り組みでは、共産党が助言を行い、関係者を動員して活動を支援するなどし、若手党員の獲得につなげようとしているとの分析もある。
　安保法案をめぐる国会前での抗議活動には中高生ら若い世代の姿も目立つ。継続的に参加しているという大学生の男性（２１）は「それぞれ考え方はあるが、現状への危機感は同じだと思う。自分たちの声が国を良い方向に変えるきっかけになることを願っている」と話した。
産経新聞　2015.8.31 09:07更新 

【安保法案】国会前デモで野党４党首怪気炎　生活・小沢氏「いい加減でバカげた法案阻止して退陣に追い込む！」


安保関連法案に反対する大規模集会で、手を取り合い野党共闘をアピールする党首。（左から）生活の党の小沢共同代表、民主党の岡田代表、共産党の志位委員長ら＝３０日午後、国会前
　民主、共産、社民、生活の野党４党首は３０日、安全保障関連法案に反対する市民団体が国会周辺で開いた集会に参加し、同法案の廃案に向けて共闘する考えを訴えた。民主党の岡田克也代表や共産党の志位和夫委員長ら野党４党首の主な発言は以下の通り。
　◆民主党の岡田克也代表
　「みなさんこんにちは、岡田です。今日はたくさんの民主党議員、この活動に参加している。本当にたくさんの皆様、国会を取り囲んでくださってありがとうございます。今日から始まる３週間、１日１日が本当に大事です。参院において、安全保障関連法案の審議が行われている。議論すればするほどおかしくなる。議論すればするほど分からなくなる。民主党をはじめ各党の議論の中で、この法案の問題点、ますます明らかになりました。こんな憲法違反の法案、通すわけにはいきません。みなさん、力を合わせて、国会の中で私たち国会の中で結束をしてがんばっていきます。しかし同時に、国民のみなさんが普通の国民がみんな危機感を持って怒っている。そのことを安倍晋三政権に分からせなきゃダメなんです。これから３週間、さらに力を貸してください。一緒になって法案、廃案にしようじゃありませんか」
　「安倍政権の狙いはこの法案にとどまるものではない。自民党の憲法改正草案、自衛権の行使を制限なく憲法が認めるようにしよう、限定した集団的自衛権の行使ではなくて、集団的自衛権の行使はこれは認める憲法に変えよう、これが自民党のやろうとしていることだ。安倍政権が続く限りこの動きは止まりませんよ、みなさん。一緒になって安倍政権のこの歩みを止めようじゃありませんか。どうか、最後まで、この戦い、厳しい戦いだ。しかし断固戦い抜いて、１０年、２０年経って、あの時あんたたちは何をしていたのかといわれないように、私たちも徹底的にがんばります、どうかよろしくお願いします」
　◆共産党　志位和夫委員長
　「参院で戦争法案の審議が開始されて１カ月。審議すればするほど、安倍政権は追い詰められ、まともな答弁ができなくなっているじゃありませんか。特別委員会の審議、７７回も中断し、審議途中の散会の事態も起こっている。ここまでボロボロになった戦争法案は、廃案にするしかありません。安倍政権は、戦争法案の根幹部分について正当性のある答弁ができなくなっている」
　「集団的自衛権の行使限定の具体例、パネルを使った米艦防護。しかし、先日の審議で、中谷元防衛相は、日本人が乗ってなくても集団的自衛権を行使できると言った。あれほど繰り返したホルムズ海峡の機雷掃海も、当のイランがこんなことはありないという中で言えなくなっている。もう説明がつかない。政府が出してきた具体例は、どれもこれもみんな、嘘ごまかしだったじゃありませんか。自衛隊の戦争への参加に白紙委任状を与える。断じて許すわけにはいかない。今度の戦争はありとあらゆる点で、自衛隊の軍事行動への歯止めがない。戦争法案反対、安倍政権を羽交い締めにて、参院で採決させない、衆院で採決させない、必ず廃案に追い込み、安倍政権を打倒しましょう」
　◆社民党の吉田忠智党首
　「廃案を求めて抗議行動参加のみなさん、お疲れさまです。みなさん、国会審議は、安倍首相の思い通りにはまったく進んでいない。遅れに遅れている。どうしてか。日本各地で、戦争法案反対の声が大きく広がっているからだ。参院でもすでに７７回とまっている。大臣の発言がコロコロ変わる。修正に修正を重ねる、まさに憲法違反の欠陥法案だ。憲法違反、同じことしか答弁しない。集団的自衛権行使はできないという解釈を、１９７２年の政府見解をつまみぐい。立憲主義を破壊する、法的安定性はない。２つ目、自衛隊をアメリカや密接な国々と一緒に海外派遣する、まったく歯止めがない。３つ目、安倍首相の積極的平和主義はまやかしだ。いよいよ正念場。これからの私たちの戦いと行動が、必ず戦争法案、廃案に追い込む、阻止につながると確信している。社民党、政党の立場を超えて戦争法案廃案、安倍政権打倒に向けて全力を挙げる決意だ」
　◆生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表
　「今日は本当にご苦労さんです。ただいま紹介いただいた小沢一郎です。私は、今まで、こういう集会に顔を出したことはほとんどありませんけども、今回だけは、今回だけは、なんとしても、いい加減でバカげた、危険な法律を阻止するためになんとしてもみんなで力を合わせなきゃいけない、これを阻止して安倍内閣を退陣に追い込む、そういう思いの中でみなさんの前に立ちました。私たちも、岡田代表をはじめ各党のみなさんと力を合わせて、最後の最後まで戦い抜く決意だ。お互いに力を合わせて、安倍内閣の退陣までがんばりましょう」
しんぶん赤旗　2015年8月31日(月)

１２万人　怒りの包囲　戦争法案ノー　全国１０００カ所超
　違憲立法・戦争法案の廃案と安倍政権の退陣を迫る「国会１０万人・全国１００万人大行動」が３０日におこなわれました。北海道から沖縄まで列島津々浦々に戦争法案と安倍政権への怒りのコールがとどろきました。国会大行動を呼びかけた総がかり行動実行委員会が「１２万人の参加で成功した。全国１０００カ所以上で数十万の人がいっせいに行動に立ち上がった」と紹介すると、「オー」と大歓声がわきあがりました。戦争法案に反対する最大の全国行動になりました。主催者は９月８日からの大宣伝、国会集会、座り込みの連続行動を提起し、「安倍政権を倒すまで必ずやりぬこう」と訴えました。
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（写真）国会を取り囲み、戦争法案廃案、安倍首相退陣を求めてコールする人たち＝30日、国会正門前


　午後１時４５分、国会正門前は、「ウォー」という歓声と拍手とともに、あふれた参加者で歩道も車道も完全に埋め尽くされました。身動きできない人の波です。子どもを抱いたママ、キャリーバッグを引いた若い男性、プラカードを持って初めて国会に来た学生…。「安倍やめろ！」と書いた特大の垂れ幕つき風船もあがりました。国会にむけ老若男女、全世代が心ひとつに「戦争法案いますぐ廃案」「安倍政権は今すぐ退陣」と怒濤（どとう）のコールを響かせました。
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（写真）国会正門前であいさつし、そろって激励にこたえる４野党党首＝30日


　国会正門前に特設されたメーンステージでは、国会論戦と国民の圧倒的運動で参院段階で廃案めざそうと野党４党首がそろいました。
　日本共産党の志位和夫委員長はじめ民主党の岡田克也代表、社民党の吉田忠智党首、生活の党の小沢一郎代表がマイクを握り、スピーチしました。ともに手を握りあい、参加者と一緒にコールしました。
　作家の森村誠一さん、学者の袖井林二郎さん、憲法学者の浦田一郎さんらが次々にスピーチ。音楽家の坂本龍一さんは「これを一過性にせず、行動を続けてほしい。僕もみなさんと一緒に行動します｣と語ると､大きな拍手がおきました。
　シールズ関西の寺田ともかさんは「主権者の声を安倍さんは聞こえますか。この国の進むべき道に責任をもっている一人として、この法案を許すことは絶対にできません」と訴え、「安倍はやめろ、戦争反対」とコールしました。
　日比谷公園霞門前のメーンステージで、アニメーション監督の宇井孝司さんは、アニメの語源が「アニマ（命）」であるとし、「今、命をないがしろにして脅かそうとする力が働いてる。平和憲法が殺されようとしている。何としても止めたい」と訴えました。
　東京都板橋区から参加した女性（４４）は「安倍首相はこの１２万人の声を聞くべきです。きっと、この場所に来たくても来れない人がいる。その人のためにも行動に参加し続けたい」と語りました。
しんぶん赤旗　2015年8月31日(月)

「国会１０万人・全国１００万人大行動」　志位委員長のスピーチ
　日本共産党の志位和夫委員長が３０日の「国会１０万人行動」で行ったスピーチは次の通りです。
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（写真）あいさつする志位和夫委員長＝30日、国会正門前


ボロボロになった戦争法案は廃案しかない
　みなさん、こんにちは（「こんにちは」の声）。日本共産党の志位和夫です。（大きな拍手）
　参議院で戦争法案の審議が始まって１カ月。審議が進めば進むほど、安倍政権は行き詰まり、まともな答弁ができなくなっています（「そうだ！」の声）。追い詰められるなかで、すでに参院安保特別委員会の審議は７７回も中断し、審議途中で散会という事態も起こっています。ここまでボロボロになった法案は、廃案にするしかないではありませんか。（大きな拍手）
集団的自衛権――「具体例」はどれもうそデタラメ
　第一に､政府は､戦争法案の根幹部分について、整合的な答弁ができなくなっています。
　安倍首相は、集団的自衛権行使の「具体例」として、パネルまで持ち出して「日本人を輸送する米艦の防護」なるものを言い募りました。しかし、先日の質疑で中谷防衛大臣は、日本人が乗っていなくても集団的自衛権行使はありうると答弁しました。
　あれだけ繰り返した「ホルムズ海峡の機雷掃海」についても、当のイラン政府が「封鎖などありえない」と否定するなかで、言えなくなりました。（「そうだ！」の声）
　なぜ集団的自衛権行使が必要なのか。その「具体例」としたものがどれもうそデタラメだったということになるではありませんか。うそデタラメの「具体例」しかあげられないということはどういうことか。政府の裁量で何でもできるということです。海外で戦争をするかどうかの判断を政府に白紙委任する――こんな恐ろしい法案を断じて許すわけにはいきません。（大きな拍手）
米軍への軍事支援――非人道兵器も大量破壊兵器も何でも運べる
　第二に、戦争法案が、自衛隊の軍事行動について「歯止め」を持たないことが、さまざまな分野で明らかになってきたことです。
　たとえば参院の審議で、米軍への軍事支援のさいに、自衛隊がどんなものを運ぶことができるのかが衝撃的に明らかになりました。クラスター爆弾、劣化ウラン弾、毒ガス兵器、はては核兵器――非人道兵器も、大量破壊兵器も、法律の上では何でも運べる。そこには何の「歯止め」もありません。憲法９条のもとで、こんなことが許されないのは明らかではありませんか。（「そうだ！」の声、大きな拍手）
自衛隊の暴走――「問題ない」という首相は辞めてもらうしかない
　第三に、自衛隊統幕監部が、戦争法案の成立を前提に、さまざまな項目について極秘に検討を行っていたという大問題が明らかになりました。
　内部文書を見ると、「軍軍間の調整所の設置」、「南スーダンＰＫＯへの『駆け付け警護』等の業務拡大」、「南シナ海における警戒監視などへの関与」など、国会に一度も説明されたことのないことがずらりと並んでいます。それを５月２６日、衆院で国会審議が始まったその日に、３５０人もの幹部自衛官を集めて詳細に説明していた。これを「軍の暴走」と言わずして何というのか。（「そうだ！」の声）
　戦前は天皇の「大権」――統帥権の独立の名のもとに軍部が暴走しましたが、いまは米軍の「大権」――米軍の指揮下で自衛隊が暴走している。この暴走を「問題ない」という中谷防衛大臣、そして安倍首相は、そろって辞めてもらう以外にないではありませんか。（「そうだ！」の声、指笛、大きな拍手）
ここが正念場――国民の力で絶対に止めよう
　残る国会会期は４週間。ここが正念場です。絶対に止めようではありませんか。日本列島津々浦々で国民の世論と運動を広げに広げ、その力で安倍政権を羽交い締めにし、参議院で採決させない、衆議院での再議決もさせない、戦争法案を必ず廃案に追い込み、安倍政権を打倒するために、みんなで力を合わせようではありませんか。（「おー」の声、大きな拍手）
しんぶん赤旗　2015年8月31日(月)

戦争法案反対　パリでも集会　日本の行動に呼応
	[image: image14.jpg]—dpesszia





（写真）29日、パリで「戦争法案反対」「アベ政治を許さない」などのプラカードを掲げ、戦争法案に抗議する在仏日本人ら（島崎桂撮影）


　【パリ＝島崎桂】フランス・パリのエッフェル塔にほど近いトロカデロ広場で２９日、安倍政権が進める戦争法案の撤回を求める集会が開かれました。３０日に日本全国で取り組まれた「８・３０大行動」に呼応したもので、在仏日本人やフランス人ら約４０人が参加。「戦争する国」づくりに対する在外日本人の不安の強まりを示しました。
　集会を呼び掛けたのは、韓国人で徴兵拒否のためフランスに亡命中のイ・イェダさん（２４）。イさんはこれまでも日本で開かれた秘密保護法に関する学習会で講演したほか、最近ではＳＥＡＬＤｓ（シールズ＝自由と民主主義のための学生緊急行動）などと協力し、戦争法案廃案に向けた取り組みを続けています。
　パリでの集会でイさんは、「韓国はこれまで、米国との良好な関係を保つためだけに、ベトナムやイラク、アフガニスタンに派兵した。国を守る明確な基準が無いと、いつでも戦争に巻き込まれるという好例だ」と指摘。戦争法案と集団的自衛権の行使に基づく、日本の際限ない戦争参加に懸念を示しました。
　参加した日本人は、「（法案撤回に向けて）外国から出来ることもたくさんあるはず」「他の日本人にも、法案の危険性を伝えていきたい」などと発言。通行人や観光客に戦争法案の実態を知らせるビラを配布し、法案撤回を求める署名を呼び掛けました。
　参加者は、今後も継続的に戦争法案反対の運動を強めていくことを確認しました。同様の集会は、ベルギーやドイツ、英国など欧州各国で計画されています。
しんぶん赤旗　2015年8月31日(月)

東京・大阪　「赤旗」特別号外を配布　「おっ早い」と話題呼ぶ
　国会議事堂前や霞が関周辺では、日本共産党本部の勤務員や赤旗記者らが刷り上がったばかりの「しんぶん赤旗」特別号外を配布しました。カランカランとベルの音とともに「本日の『大行動』を報道しています」と声をかけると参加者が「早いね。共産党」などと言って次々と手を差し出しました。時折雨が強く降るなか、３０分で２万５０００部がなくなりました。
　東京都杉並区に住む大学生男子（２３）は、号外を四つ折りにしてかばんに入れました。「大切にします。いつか家族ができたとき、『パパは戦争法案に反対したんだよ』という記念です」
　「公明党支持者も怒っている。元創価学会員」と書いたポスターを持った千葉県船橋市の男性（８３）。「安倍暴走を止めるどころか、『平和』『福祉』の看板を投げ捨てても政権にしがみつく。地域でもどんどんそっぽを向かれている」と話し、「知人に」と３枚の号外を持ち帰りました。
◇
　大阪市北区の扇町公園で開かれた「安倍政治を許さない　戦争法案を廃案に　８・３０おおさか大集会」では、「しんぶん赤旗」特別号外１万部が配られ、「おっ、早い」「国会周辺もよく集まっているな」と話題になりました。同志社大学に通う女子学生（１９）は「東京でもたくさんの人が声を上げている。全国各地で声を上げて絶対に廃案にしたい」と話しました。
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戦争法案　立法事実もボロボロ　国民の力で廃案に
ＮＨＫ「日曜討論」で小池氏
　日本共産党の小池晃副委員長・政策委員長は３０日のＮＨＫ「日曜討論」で、戦争法案について「参院の審議でボロボロになってきている」と述べ、法案阻止を掲げてこの日「国会１０万人・全国１００万人大行動」が行われることも紹介して「国民の力で廃案にする」と語りました。
　小池氏は、安倍首相が昨年の「閣議決定」の際、集団的自衛権行使の例として挙げた「避難する邦人を輸送する米艦の防護」について中谷元・防衛相が「邦人が米艦船に乗っているかどうかは絶対的な条件ではない」と答弁するなど、立法の根拠＝立法事実が総崩れになっていることを指摘しました。さらに、核兵器の運搬も可能になるなど自衛隊の「後方支援」に何の限定もないことや、小池氏が暴露した自衛隊内部文書で「米軍指揮下の自衛隊の暴走」が明らかになったことなどを挙げて、「廃案にするしかない」と語りました。
　自民党の小野寺五典政調会長代理は「日本人を守るという議論が抜けている」と反論しました。小池氏は「その説明が全然でたらめだと言っている。最初は（米艦船に乗っている）日本人を守ると言っていたのが、日本人が乗っていなくても『存立危機事態』になると言い出している。無責任な議論だ」と批判しました。
　さらに、自衛隊内部文書でも、日本人が乗っている米艦船の防護のような事例は一切書かれておらず、南スーダンの自衛隊ＰＫＯ（平和維持活動）の拡大などばかりが説明されていることを指摘。「結局、『日本を守る』を口実にしながら、アメリカと一体となって中東やアフリカに出て行き、肩を並べて戦争をする、それが今度の法案だ」と強調しました。
　小野寺氏は「法律自体を考えれば、確かに(小池氏の指摘する)そういう議論がないわけではないが､『存立危機事態』は日本人と日本を守るために必要だということが前提になっている」と弁明し、公明党の石井啓一政調会長も「何でも運べると言うが、事実上想定されていないと総理も答弁している」と強弁しました。小池氏は「法律に何が書いてあるかが一番大事なことだ。法律には何も書かれていない」と批判しました。 (発言詳報) 
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ＮＨＫ日曜討論　小池副委員長の発言
　日本共産党の小池晃副委員長・政策委員長は３０日のＮＨＫ「日曜討論」で、経済政策や戦争法案をめぐって与野党の政策責任者と議論しました。


投機マネーが株価乱高下招いた　実体経済を立て直す政策を　
　冒頭、先週に起きた株価の乱高下をはじめ経済政策について議論となり、自民党の小野寺五典政調会長代理は「決して日本経済が厳しくなっている状況ではない」と発言。「農協」改革などをあげて「（アベノミクスの）『第三の矢』である規制改革を進めるのが大事だ」と述べました。公明党の石井啓一政調会長は「わが国のファンダメンタルズ（経済の基礎的条件）は堅調だ」と話しました。
　小池氏は次のように発言しました。
　小池　金融緩和で膨れあがった投機マネーが（株価の）乱高下をおこしているわけですから、私は危険な状態だと思います。「ファンダメンタルズは良い」って、安倍首相も、先ほど与党からもありましたが、そんな楽観が許されるのかと。
　それから、やはり官製相場なんです。日本の株式市場に巨額の日銀マネーをそそぎこみ、年金資金を使いこんで株価をつりあげてきた。これに失敗したら、そのつけを国民にまわすなんてことは絶対に許されないことです。
　首相官邸の執務室に株価ボードを置いているそうですけど、株価ありき、株価第一という経済政策でいいのだろうか。やはり基礎的な国民の暮らし、所得を増やして消費をしっかり温めるということをやらずに株価だけでやってきているから、こういう不安定なことになるわけです。
　こういう危険な事態を抜け出すためにも、暮らしと経済、実体経済を立て直す経済政策への転換が必要だということを警告していると思います。
個人消費冷え込みでＧＤＰ低下　アベノミクスの失敗は鮮明
　４月から６月の国内総生産（ＧＤＰ）が個人消費の落ち込みなどによってマイナスとなったことが議論になり、小野寺氏は「この時期は非常に天候が悪かったとか、消費者の買い控えのタイミングがあった」と発言しました。
　小池氏は反論しました。
　小池　アベノミクスは失敗だということがはっきりしたと思います。
　ＧＤＰを見ると、総理は、消費税増税による「ワンショットの影響」が１年続くからと言ってたけれど、１年すぎた今年の４月から６月も（ＧＤＰが）マイナスになっているわけです。これを天気のせいにしてはいけない。やはり個人消費が冷えこんでいるわけです。
　その理由は何かと言えば、賃金が物価上昇に見合わずに実質賃金が低下するだけじゃなくて、６月は名目（賃金）も下がったからです。これはやはり深刻な事態だと思う。それから求人票がいくら積み上がっても、劣悪な求人、賃金が低い非正規雇用が多い。結局、就職者だって増えないわけです。
　今の経済の状況は、大企業が史上空前の利益をあげながら賃金が減り続けるという事態になっているわけで、ここをたださないといけないわけです。アベノミクスで「この道しかない」と言ったけど、この道には先がないということがはっきりしたと思います。
　先ほど、小野寺さんは、だから「第三の矢」だとおっしゃるんだけど、それでやろうとしていることは、例えば労働者派遣法の改悪で、こんなことやれば、ますます非正規雇用が増えるわけです。ＴＰＰ（環太平洋連携協定）は農業を破壊するわけです。消費税を１０％にする―こんなことやれば日本経済は壊滅です。私は「この道」を転換しないといけないと思います。
立法の根拠が総崩れ　戦争法案は廃案にするしかない
　次に戦争法案をめぐって議論となり、司会の島田敏男解説委員は初めに小池氏に、国会の議論の状況について意見を求めました。
　小池　参院の議論で、法案が本当にボロボロになってきていると思います。
　まず「存立危機事態」の根拠です。総理は、日本人を運ぶ米艦船への攻撃を理由にしてきたんですが、中谷（防衛）大臣は日本人は乗っていなくてもいいと言いだしました。
　衆院では「ホルムズ海峡の機雷除去」を繰り返していたんですが、イラン情勢が改善し、参院ではもう口にしなくなってきている。立法の根拠＝立法事実が崩壊した。総崩れになってきている。
　それから後方支援になんの限定もないということがはっきりしてきました。なんでも運べるわけです。武器も弾薬も運べる、弾薬の提供もできる、ミサイルだって運べるし、核兵器だって法律上排除していない。結局、他国の武力行使と一体化するということがはっきりしてきました。
　それから、私は自衛隊統幕の内部文書を示しましたが、ここでは自衛隊が米軍の指揮下で暴走していることがはっきりしてきました。米軍と自衛隊の「同盟調整メカニズム」に「軍軍間の調整所」を設けるとか、一回も政府が説明してきたことのないようなものがいっぱい入っているわけです。野党の追及で、この間、７７回審議がとまっています。
　これはもう、廃案にするしかないという段階にきたと言わざるを得ません。
　これに対し小野寺氏は「小池さんの話は『日本人を守る』という議論がほとんど抜けている」と反発。小池氏は次のように指摘しました。
　小池　だから、その説明が全然でたらめだと言っているんです。最初は「日本人を守る」と言っていたのが、日本人が乗っていなくても『存立危機事態』になると言いだしている。きわめて無責任な議論だと思います。
　私が示した統幕の文書だって、例えば米艦船に日本人が乗っているようなシチュエーションはいっさい書かれていない。書かれているのは、たとえば南スーダンの自衛隊ＰＫＯ（平和維持活動）で、この法案が成立したら、来年の２月、３月から「駆けつけ警護」をやるとか、実際、日本を守ることと全く関係のない中身ばかりが説明されているわけです。
　結局、「日本を守る」を口実にしながら、アメリカと一体になって中東やアフリカに出て行き、肩をならべて戦争をする、それが今度の法案です。新ガイドライン（日米防衛協力の指針）で決めたことはそういうことでしょう。それを具体化するのがこの法案だと、はっきり書いているわけですよ。
　政府は誠実な説明をしていない。だから国民はこれだけ不信感を募らせているのではないでしょうか。
「６０日ルール」は立憲主義の否定　修正は与党の強行に免罪符
　野党の修正案の扱いや、法案が参院に送付されてから６０日以内に議決されない場合に、衆院の再議決により成立させる「６０日ルール」など、今後の国会審議についても議論に。島田氏は「参院の出口に向けての着地の姿。どのような展開を見すえますか」と小池氏に問いました。
　小池　私は「着地」はさせない立場です。
　これは憲法違反なんで、圧倒的多数の憲法学者、歴代内閣法制局長官がみんな憲法違反だと言い、世論調査でも（多数が）そう言っている。修正したって憲法違反は憲法違反です。
　私は、修正は与党の強行に免罪符を与えるだけになってしまう危険があると思うんです。
　「６０日ルール」という話がでてくること自体が大問題で、これ結局、参院は否決をしたという扱いになるんです。これだけの重大問題、従来の憲法解釈を根本転換するものを一院だけで決めるということです。こんなことが許されるわけがないじゃないですか。
　こんなことやれば、私は、立憲主義、法の支配を否定する独裁政治になると思います。
　国会の中では与党が多数かもしれないけど、民主主義の力で止めなければならない段階にきたと思います。今日、国会前で大集会も呼びかけられています｡ぜひ、テレビをごらんのみなさんに、この集会に来ていただき、国民主権なんだから「この声を与党は聞け」｢政府は聞け」という国民の声をご一緒にあげていただいて、この希代の悪法を廃案に追い込むために私たちは頑張りたいと思います。
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主張　戦争反対、９条守れ　列島揺るがす、この声を聞け
　「戦争法案、絶対廃案！」「安倍政権はただちに退陣！」―。地鳴りのようなコールが何度も繰り返され、色鮮やかなプラカードが揺れます｡国会議事堂の正門前は､身動きできぬほどの人波で埋まり、雨天を吹き飛ばす勢いの熱気で満ちあふれました。国会周辺で１２万人が参加、全国１０００カ所以上で繰り広げられた「戦争法案廃案！安倍政権退陣！８・３０国会１０万人・全国１００万人大行動」。戦後史に刻まれる、文字通り空前の規模となりました。日本列島に響きわたる「戦争法案廃案」の声を聞き、安倍晋三首相は戦争法案強行をきっぱり断念すべきです。
「黙ってはいられない」
　国会前は何時間も前から多くの人たちが続々と駆けつけ、行動開始前には車道も参加者で埋まりました。「未来へ平和のバトンをわたそう」と書かれたＴシャツを着た女性、「だれの子どももころさせない」と訴えるプラカード。父親に手を引かれた男の子が「戦争行きたくない」のプラカードを持ちます。一人ひとりの思いが切々と伝わります。参加者の多くが共通して口にするのは「安倍首相のむちゃくちゃなやり方に黙っていられない」気持ちです。
　安倍政権が戦争法案の衆院可決を数の力で強行し、参院で審議が始まって１カ月、審議がすすめばすすむほど、自衛隊をアメリカの戦争に参戦させる法案の危険性が鮮明になり、「国民の命を守る」という安倍首相の口実がまったく成り立たないことがいよいよ浮き彫りなってきています。国会論戦で、安倍首相や閣僚は、法案についてきちんと答弁できず、法案を審議する特別委員会での審議中断は７７回を数える異常事態となっています。政府自体がまともに説明できないボロボロの法案は廃案にすべきなのに、安倍政権は、参院での早期採決、衆院での再議決まで狙う、国民世論に完全に逆行する姿勢をあらわにしています。
　「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が呼びかけた３０日の行動は、安倍政権の国民無視の暴走を絶対に許さない、全国規模での巨大な意思表示です。東京では、多くの参加者が国会を包囲しただけでなく、官庁街の霞が関や日比谷まであふれました。全国的には大阪市の扇町公園２万５０００人をはじめ大小あわせた多彩な行動が１０００カ所を超えました｡全国いっせいに｢強行採決絶対反対！」などのコールが続いた光景は、まさに圧巻です。
　国会前で、日本共産党の志位和夫委員長が「ここが正念場です。絶対に止めようではありませんか」と力強く呼びかけ、民主、社民、生活の党首と手をつなぐと、「頑張って！」と大きな声援が飛び、激励の拍手がどっとわきました。戦争法案を廃案に追い込むために、国会の中と外で力を合わせてたたかいぬくことが、いよいよ重要です。
未来をかけ廃案必ず
　平和と憲法の危機に全国津々浦々で、世代を超えてこれほどの規模で立ち上がったことは、戦後７０年、日本の民主主義が社会に深く根を張り成長していることの証明です。国民の声を無視して戦争法案をあくまで強行することは独裁政治にほかなりません。安倍政権をさらに追い込むたたかいを、大いに広げ、戦争法案を必ず廃案にしようではありませんか。
【社説】
週のはじめに考える　デモの民主主義が来た
東京新聞　2015年8月30日
　きょうも国会周辺などで行われる「デモ」が力を増しています。民衆の声をのせた風が政治に吹き込む時、日本の民主主義はどう変わるのでしょうか。
　いま、安全保障法制で政治が国民世論から離れていくのを目の当たりにして「居ても立ってもいられずに」「子や孫たちのため私たちの手で何とかしなければ」。全国各地で繰り広げられるデモの渦中で、多くの市民が口にする、政治への強い参加意欲です。
　日本の政治空間にデモの存在感が増しています。東日本大震災後の「脱原発」以降、ここ数年で定着した大規模デモは、個別の利害が絡む従来の組織動員型デモと区別して、「草の根デモ」と呼ばれることがあります。
◆シアトルの教え
　ほとんどはインターネットを介し、さまざまな生活感や価値観をもつ不特定の、つまり「草の根」の一般市民が自由につながり自発的に参加するデモの形です。
　デモといえば思い浮かぶ光景があります。一九九九年十二月、米シアトルでの出来事です。
　ちょうどインターネットが爆発的に普及したころ。世界貿易機関（ＷＴＯ）閣僚会議の周辺に世界から約五万人が集結した「反グローバリズム」運動は、草の根型デモのはしりでした。このデモが今に残した教えが二つあります。
　一つ目は、ネットがもたらす連帯力の効果です。会議の専門的な議論を、ネットの交流で一般市民向けにかみ砕き、デモ参加の敷居を低くしたことでしょう。
　二つ目は、暴力の逆効果。草の根デモの自由さゆえに統制が利かず一部が暴徒化し、民主主義的なデモの効果を自らそいでしまったことです。
　さて日本のデモがここまで大がかりに定着してきたのはなぜか。シアトルの教えをなぞれば見えてきます。
◆参加の敷居を下げる
　一つ目。市民レベルの議論が広まった背景には、原発政策をはじめ特定秘密保護法、安保法制と矢継ぎ早の国論を二分する大問題に対し、国民の関心がおのずと高まったことがあります。
　さしずめ憲法や国民の命に関わる重大事では「選挙で全権一切を政権に預けたわけではない」との思いが、人々の政治参加意欲をかき立て、デモに向かわせたのでしょう。その過程で例えば安保法制では、自衛権の「集団的か個別的か」という政治家の議論が、ネットで「戦争か平和か」の選択に変換され、敷居を下げた議論の輪が広がっていったのです。
　二つ目の暴力性は、当初の脱原発デモが暴力とは無縁の３・１１追悼ムードから始まり、非暴力の流れが後のデモに根付いたことで、これも市民参加の敷居を下げデモの拡大を促しました。
　日本の草の根デモはこうして、選挙とは別に、国民が求めた第二の参政権の使い方として定着しました。しかし、ここで問題となるのは、選挙を通じた議会制民主主義とデモとの関係です。
　一二年春の脱原発デモ直後に、『「デモ」とは何か』（ＮＨＫ出版）を著した五野井郁夫・高千穂大准教授がそこに引用した古い論文に興味深い考察があります。
　いわゆる六〇年安保に際して、戦後を代表する政治学者、丸山真男氏が残した『議会政治をきずくには』の一節です。
　要約すれば、議会内の「院内」政治と、デモなど社会運動による「院外」政治とを切り分けて、双方のずれをなくし、風通しをよくしていくことが、健全な議会政治には肝要なのだ、と。五野井氏はこれを踏まえ、議会制とは別の、デモによる直接民主主義への期待を記しています。
◆政治家の意識の中に
　そして今日、安保法制に挑むデモは高、中、若年の各層に広がり規模拡大の勢いは止まりません。　昨年は騒音を理由に国会前のデモ規制まで示唆して強気だった政権も、その勢いに押されてか、今年七月の安保法案の衆議院通過はその週末に企画された大規模デモの前に急ぎ足ですり抜けた印象です。安倍晋三首相も法案通過後、国民の理解が進んでいないことを認めざるを得ませんでした。
　世論調査の結果もあるでしょうが、政治家たちの意識の中にデモが大きな地位を占めてもいるはずです。これはもはや、デモが議会制と並ぶ第二の民主主義に成長した姿なのかもしれません。
　ともかくも「院外」の市民たちは、デモの民主主義を日本の政治に打ち立てつつあります。
　あとは「院内」政治が窓を開けて風を通すことです。健全な議会政治を築くため、デモの声に耳を傾けることです。さもなければ、デモで巻き上がった風は次の「院内」をつくる選挙に、何らかの形で吹き込んでいくはずです。
東京新聞　2015年8月31日朝刊
平和守れ　世代超え集結　安保法案反対、国会周辺に１２万人
	安保法案に反対するデモで、国会前の道路を埋め尽くす大勢の人たち＝３０日午後、東京都千代田区で、本社ヘリ「あさづる」から（河口貞史撮影）
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　安全保障関連法案に反対する人々が三十日、全国で一斉に抗議の声を上げた。国会周辺では、市民団体「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」主催のデモに十二万人（主催者発表）が参加、人の波が国会を取り囲み、法案反対デモとしては最大規模となった。実行委によると、一斉行動の呼び掛けに応じた各地でのデモや集会は、少なくとも二百カ所以上に及んだ。
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　中部地方の各地でも法案に反対する声が上がった。名古屋・栄や名駅、三重県四日市市、長野県飯田市、岐阜市、大津市の中心部などでデモや集会があり、「戦争法案を止めよう」などと法案の廃案を訴えた。
　国会周辺では、霞が関の官庁街の歩道や日比谷公園など六カ所にステージや街宣車を置き、野党党首や学者、作家、法律家などが法案の廃案を訴えた。警視庁は参加者が車道に出ないよう機動隊の車両を並べ、柵で規制したが、メーンステージがある国会正門前は歩道に収まりきらず、車道も埋まった。警視庁は参加者数を発表していないが、警察関係者によると、約三万人という。
　「ＳＥＡＬＤｓ（自由と民主主義のための学生緊急行動、シールズ）」の中心メンバー奥田愛基（あき）さんもマイクを握り、「憲法は俺たち一人一人の権利。それを無視するのは国民を無視すること」と政権を批判。昨年七月に中咽頭がんを公表し今夏まで治療に専念していた音楽家の坂本龍一さんも、予告なしで国会前に現れた。
　デモや集会は全国に及び、大阪では二万五千人（主催者発表）が集まったほか、北海道、金沢、広島、沖縄などでも開かれた。
「人数たったあれだけ」と橋下氏　反安保法案集会にツイッターで
　橋下徹大阪市長は３１日、安全保障関連法案に反対する市民団体が３０日に国会周辺で開いた大規模集会に関し、自身のツイッターで「たったあれだけの人数で国家の意思が決定されるなんて（ことがあれば）民主主義の否定だ」と述べた。
　「デモは否定しない。国民の政治活動として尊重されるのは当然」としつつ「デモで国家の意思が決定されるのは絶対に駄目だ」と指摘。
　「日本の有権者数は１億人。国会前のデモはそのうち、ほぼ数字にならないくらいだろう。サザン（オールスターズ）のコンサートで意思決定する方がよほど民主主義だ」とも語った。
2015/08/31 22:34   【共同通信】
橋下氏、国会前デモ「ほぼ数字にならない」　影響警戒か
朝日新聞デジタル　2015年9月1日01時28分
　安全保障関連法案に反対する市民らが東京の国会議事堂前で行ったデモについて、橋下徹大阪市長（大阪維新の会代表）は３１日、自身のツイッターで「日本の有権者数は１億人。国会前のデモはそのうちの何パーセントなんだ？　ほぼ数字にならないくらいだろう」とつぶやいた。デモにより、法案の審議に影響が出ることへの警戒感を示したものとみられる。
　さらに橋下氏は「こんな人数のデモで国家の意思が決定されるなら、サザンのコンサートで意思決定する方がよほど民主主義だ」と言及した。３０日のデモの参加者は主催者発表で１２万人。警察関係者によると、国会周辺だけで約３万３千人が集まった。
　橋下氏は「デモは否定しない。国民の政治活動として尊重されるのは当然」としつつも、「デモで国家の意思が決定されるのは絶対にダメだ。たったあれだけの人数で国家の意思が決まるなんて民主主義の否定だ」とも書き込んだ。
「いつか教科書に載る景色」　国会前デモ、なぜ広がった
朝日新聞デジタル　後藤遼太　2015年8月31日05時10分

国会前には人があふれ、学生らが安保関連法案反対の声を上げた＝３０日午後２時２９分、東京都千代田区、関田航撮影



　安全保障関連法案を審議している国会議事堂は３０日、法案反対の声に包まれた。安倍政権の政策すべてに反対というわけではないという人もおり、デモ参加者は立場を超えて法案反対で足並みをそろえた。今後はデモが一過性に終わらず、投票を通じた政治参加につながるかも焦点になる。
　小雨の国会前。色とりどりの雨傘の間から学生団体の声が響き、労働組合や宗教団体ののぼり旗が林立した。老若男女が声を上げた。
　喧噪（けんそう）の中心に、学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」がいた。正式名称は「Ｓｔｕｄｅｎｔｓ　Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ　Ａｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｌｉｂｅｒａｌ　Ｄｅｍｏｃｒａｃｙ－ｓ」（自由と民主主義のための学生緊急行動）。憲法記念日の５月３日に、都内の大学生十数人が中心になって立ち上げた。彼らの声は、ツイッターなどを通じて拡散。毎週金曜日の抗議活動は、回が重なると人数が増えた。
　早稲田大１年の広内恒河（こうが）さん（１９）は「いつか教科書に載る景色ですね」と漏らした。安保法案は「解釈改憲というプロセスが違憲」と思う。アベノミクスは「必要な施策」と肯定的だが、地元の岩手で総選挙前に街頭演説をした安倍晋三首相が、安保法制にあまり触れなかったのが疑問だった。「安保法案が後で出てきた。だますつもりだったんだ」と思い、７月から国会前に足を運んでいる。
　都内の弁護士の男性（７７）は、「山積みの仕事」を放り出して、国会前に足を運んだ。「これだけの声を反映できない安保法案は、国民主権をないがしろにするものだ」と話す。
　６０年安保闘争の光景が浮かぶ。学生仲間と腕を組み国会前を歩いた。「動員が多かったからね。今日は市民が自発的に集まっている。いい光景じゃないか。民主主義が定着したんだね」と目を細めた。
陸自宮古島配備費など計上＝防衛省要求、過去最大の５兆９１１億円
　防衛省は３１日、２０１６年度予算の概算要求について、米軍再編などの地方負担分を含む総額を過去最大の５兆９１１億円とすることを決めた。前年度比２．２％増で、要求増は４年連続。離島防衛の初動対応に当たる陸上自衛隊の警備部隊を沖縄県・宮古島に配備するための用地取得費として１０８億円を計上した。
　また、１５年度から整備を進めている鹿児島県・奄美大島の警備部隊に移動式警戒管制レーダーを配備するために必要な３億円も盛り込んだ。
　主な装備品として、垂直離着陸輸送機オスプレイ（１２機、計１３２１億円）、無人偵察機グローバルホーク（３機、計３６７億円）、水陸両用車ＡＡＶ７（１１両、計７４億円）、輸送機による搬送が可能な機動戦闘車（３６両、計２５９億円）の取得予算を要求した。（時事通信2015/08/31-15:31）2015/08/31-15:31

防衛省概算要求 過去最大５兆９１１億円
ＮＨＫ　8月31日 16時21分
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防衛省は、来年度・平成２８年度予算案の概算要求について、島しょ防衛を強化するため、航空機での輸送に適した「機動戦闘車」の購入などを盛り込んだ、過去最大となる５兆９１１億円を求めることを決めました。
防衛省は３１日、中谷防衛大臣ら幹部が会議を開き、来年度・平成２８年度予算案の概算要求について、今年度予算より２．２％多く、過去最大となる５兆９１１億円を求めることを決めました。
この中では、島しょ防衛を強化するため、航空機での輸送に適し、大砲を積んでタイヤで走行する機動戦闘車３６両や、新型輸送機オスプレイ１２機を購入する費用のほか、沖縄県の宮古島に新たな部隊を配置するための費用を盛り込んでいます。
また、ことし４月に決定した新たな日米防衛協力の指針＝ガイドラインで、宇宙空間やサイバー攻撃への対処が盛り込まれたことなどを受けて、日米が連携して宇宙空間の状況を把握するのに必要な監視システムの構築に向けた設計費用や、サイバー攻撃への対処のための専門部隊を増員する費用なども盛り込んでいます。
一方、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設に関係する経費は、政府と沖縄県との間の協議結果などを踏まえる必要があるとして、今年度予算と同額を「仮置き」として計上しているほか、オスプレイを佐賀空港に配備するための費用は、佐賀県側の理解が得られていないなどとして、盛り込んでいません。
会議の中で中谷大臣は「周辺海域での安全確保や島しょ部に対する攻撃に対応するため、着実に防衛力整備を図りたい」と述べました。 

産経新聞　2015.8.31 05:00更新 

【論戦・安保法制】識者に聞く　米戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）・ニコラス・セーチェーニ日本副部長「地域安定が最重要。米国の利益に」

米戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）のニコラス・セーチェーニ日本副部長　
　日本が直面する安全保障環境は複雑さを増しています。北朝鮮は核兵器開発を進め、その弾道ミサイルは日本を向いています。中国の軍事的野心や海洋戦略は予測できません。尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺での威圧的な活動をみても、中国が究極的にアジア太平洋の海洋領域を支配し、米国の接近を制限する意図は明らかでしょう。
　米国、日本をはじめとする地域の各国には、経済的繁栄の礎としてアジア太平洋の安定を維持する共通の責任があります。安全保障関連法案を含めた日本の安全保障政策の改革は、米国などとの調整をより緊密にすることを可能とし、地域の安定に資するものです。
　集団的自衛権（の限定的な行使容認）は非常に重要で現実的な一歩であり、日本が安保法制を通じて防衛政策の改革を決めようとしている事実に敬意を表したい。米国が日本に対して何をすべきか命令するものではないからです。
　安倍政権が追究しようとしていることは同盟関係の緊密化を戦略の基礎に置く米国の利益にもなります。憲法９条の解釈を見直し、集団的自衛権を行使できるようにすることは日米が調整、協議できる分野の幅を広げることにつながることでしょう。
　関連法案の成立後に日米は協力を前進させるために再び協議することになるでしょうが、さまざまな分野でより多くの情報を交換し、地域で進行中の課題について共通の考えを持てるようになればと考えます。
　集団的自衛権は情報交換の幅を広げることになります。共通の考えがあれば、よりよい計画を立てて日米同盟を運用面でより効果的なものにできます。統合性、相互運用性、情報交換の強化は同盟の能力を強め、地域の安定を維持することになるのです。
　米国、日本にとって中心的な課題は、いかにして中国に平和的な台頭を促し、地域を安定させる道を選ばせるかです。
　南シナ海での埋め立て、尖閣周辺での主張行為など中国の軍事的な行為には不確実性があります。中国に平和的な発展を促す一方、地域を不安定化させる活動をやめさせる。バランスを取ることが難しい問題ですが、両立させるには抑止力が非常に重要です。日米の安全保障協力の分野が広がれば、日米が地域の安定を維持し続けようとしているという強力なシグナルを送ることになります。
　地域の安定には、日米韓３カ国の協力を強化することが極めて重要です。地域のある国が日米、米韓の間に楔（くさび）を打ち込もうというような状況を作ってはなりません。もし日米同盟、米韓同盟、３カ国関係が強固でなければ、中国の利益となるでしょう。
　関連法案の審議では「米国の戦争に巻き込まれる」といった議論があったようですが正しい見方ではありません。法案は同盟をより効果的にするためのものであり、戦争挑発が目的ではないからです。集団的自衛権は「攻撃」ではなく「防衛」のためのものです。
　日本の過去の政権は安保環境の変化に応じて政策を漸進的に変えてきましたが、今回の法制化論議はそうした進化過程における最新の、劇的な動きといえます。憲法改正については日本国民が議論し、決めることです。ただ、米国の観点からすると、日本が安全保障協力を強化するために新たな道を探ろうとするのであれば米国の利益になるものとして歓迎されると考えます。
（聞き手　加納宏幸）
◇
　ニコラス・セーチェーニ　米戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）日本副部長・上級研究員。日米関係や米国の東アジア外交を研究。米国家安全保障会議（ＮＳＣ）アジア上級部長を務めた同研究所のマイケル・グリーン日本部長と日米関係に関する論文を共同執筆。４３歳。
特集ワイド：松田喬和のずばり聞きます　安保法案を批判した山崎拓氏、亀井静香氏
毎日新聞　2015年06月26日　東京夕刊
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山崎拓氏（左）と亀井静香氏
拡大写真
　◇「後方支援」は実質戦闘　元自民党副総裁・山崎拓氏
　◇米国への過剰サービス　衆院議員・元金融担当相、亀井静香氏
　「老いては子に従え」と言うが、すわ国家の一大事となれば話は別である。先日、共同記者会見を開き、一連の安保関連法案を批判した元自民党副総裁の山崎拓氏（７８）と元金融担当相で無所属の衆院議員、亀井静香氏（７８）。松田喬和・毎日新聞特別顧問が、自民大物ＯＢの「咆哮（ほうこう）」を聞いた。【構成・石塚孝志、江畑佳明、写真・小出洋平】
　◇外交ツールにされる自衛隊／「対等」目指した岸元首相の考え誤解
　−−今国会が戦後最長となる９５日間も延長されることになりました。
　亀井氏　本来は解散総選挙で国民に問うべき事案なのに、１回の国会審議だけ、というのはとんでもない。しかも参院の意向に関係なく成立させようという意思表示（参院送付後、６０日以内に採決されなければ衆院で再可決できる「６０日ルール」適用が可能になるため）でもあり、常軌を逸しています。参院の自民党も怒るべきだ。
　山崎氏　憲政の常道ではない。自民党総裁選が国会会期中の９月２０日にセットされましたが、重要法案審議中の総裁選も異例で、安倍晋三首相の無投票再選も狙っているのではないか。その意味でも邪道です。
　−−山崎さんが自民党幹事長当時にまとめたイラク復興特別措置法と、審議中の安保関連法案では具体的には何が大きく変わったのですか。
　山崎氏　まずは恒久法としたことと、「後方支援」を名乗って、武力行使を容認したことです。恒久法では、イラクなどへの自衛隊派遣のように有効期限を決めた特別措置法とは異なり、いつでも自衛隊を派遣できます。また、後方支援というのは、武器や燃料などの補給機能を担う兵站（へいたん）のことです。敵は継戦能力を断とうと、必ず攻撃してきます。自衛隊も武装しないと守れませんから、実質的に戦闘行為になってしまう。それが分かっているのに戦闘行為には加わらないとか、危ないところには行かないとか、できもしないことを言って国民を欺まんし、この法案を通そうとしています。
　そもそも国際軍事情勢の変化って何だといえば、主として中国の軍事力の膨張と海洋進出、及び北朝鮮の核ミサイル。それは周辺事態法で対処してきたことであって、それを補強すればよいと思うんだけど、重要影響事態法と名前を変えてしまってね、全地球規模でやるというんです。


インタビューをする松田喬和特別顧問＝東京都千代田区で２０１５年６月２４日、小出洋平撮影
拡大写真
　−−亀井さんは、安倍首相とは長い間、国のあり方とか安保問題を話し合われてきた仲では。
　亀井氏　安倍首相が本来考えている憲法改正というのは、独立国家としての国民の強い意志をきちっと背骨にして、米国発米国製のものではない、日本人の魂の入った憲法を作りたい、伝統文化をきっちり守っていきたいということだと思いますよ。それを解釈改憲など小手先のことをしたら、本来、首相が考えているような改憲はできなくなりますよ。やはり首相は堂々と国民に対して正面から訴えて、選択を迫るべきです。今回であれば自衛官が戦死する話ですから、リスクなんて生やさしい話ではありません。米国との共同作戦の中で自衛官が戦死し、ひつぎがどんどん送り返されてくる事態への覚悟があるのかが問われている。
　山崎氏　もう一つ問われているのは、外務省がタブーにしてきた日米安保体制の見直しです。それを指摘すると外務官僚は「シーッ」と口を押さえるんですよ。
　日米安保体制の基本的な仕組みは「日本は憲法の制約で米国のために集団的自衛権を行使できないので、その代わりに基地を提供する」ということなのですが、今回、限定的とはいえ集団的自衛権を行使するということだから、その一点からして基本構造を大転換させた。しかも、極東だけではなく全地球的規模で、欧州や米本土の基地からも出動する米軍に日本がついて後方支援をするというのは、日米安保体制をはるかに超えている。
　亀井氏　米国にとって大事なのは、日本の基地を維持することです。２３日の沖縄慰霊の日に首相が沖縄に行きましたが、沖縄では安保法制に圧倒的多数の人が反対ですよ。米国から見たら、基地周辺で反対運動が激化すると、基地が使えなくなるんです。沖縄の人の意思を踏みにじってまで地球規模で自分たちを手伝ってくれる日本政府の「過剰サービス」はありがたいけれど、多くの日本人の疑問が米軍基地提供にまで及び、「集団的自衛権を行使するなら基地を撤去しろ」となったら困るんです。だから、日米関係というのをもう一度冷静に、首相も政府も考えるべきだと思いますよ。
　山崎氏　この日米安保体制の大転換を国民に気付かれたら政府は大変だし、基地の円滑な運用ができなくなれば米国も怒りますよ。
　−−安倍首相は、安保改定をした祖父の岸信介元首相を意識していると言われます。
　亀井氏　安倍首相は、岸元首相について間違った理解をしていると思います。少々の国民の反対や学者やメディアがなんと言っても、乗り越えるのは当たり前だし、おじいさんはやった。自分も固い意志で乗り越えていくと思っている。ところが岸元首相が考えた日米関係は、真の独立国として対等な関係を作りたいということで、今首相がやっている、米国に従属するようなこととは違います。占領時代から続く軍事基地を提供したのは冷戦下では日本だけでは自国を守れず、米国の助けが必要だったからです。米国の戦略に従って、自衛隊が外国に出ていって戦うことまでは想定していなかった。
　山崎氏　外交のツールに自衛隊を使うことは、外務省の宿願でした。今まで日本は政府開発援助（ＯＤＡ）の予算を世界にばらまくことを外交のツールとしてきましたが、今や最盛期のようにＯＤＡ予算が使えません。彼らの外交の武器が弱くなって、「外交の最後の手段」として軍事力の行使を日本もしたいということで、自衛隊を世界に出すことを考えたのでは。
　−−万が一、法案が成立すると、どのような事態が起きると思いますか。
　亀井氏　例えば、米国が過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）との地上戦を始めれば、必ず集団的自衛権の行使を日本に求めてきます。戦場で自衛官が戦死するのは当たり前ですね。それ以上に怖いのは、国内です。何もシリアに行った者を捕まえて人質にする必要はないんです。この東京にやってきて、松田さんを狙って殺して声明を出せば済む話です。私はかつて（警察庁でテロ対策の）責任者をやっておったんです。小集団なり個人が命を懸けてやるテロを警察が事前に探す力はありません。私が断言します。
　−−今後、どのようなアクションがあれば、安保関連法案が事実上撤回される、もしくは廃案になるでしょうか。
　山崎氏　この法案が成立しなければ政権へのダメージは大きいので、６０日ルールを適用できるタイミングを見計らう形で、７月半ば過ぎには衆議院で強行採決もあり得ます。安倍さんは並々ならぬ決意だけに、阻止は難しいでしょう。しかし法案に反対の国民世論が大きくなって、世論調査で不支持が支持を上回るようになれば、断念せざるを得なくなるでしょう。
　亀井氏　安倍首相は「議会制民主主義の王道を歩んでいくべきだ」と言っていますが、今の自民党のやり方は、形の上では民主主義の手続きをとっているものの、実際は民主主義や立憲主義を無視しています。形だけとればいいということをすれば、ナチスだってそうですよ。それでやれば成立しますよ。簡単に。しかし来るべき参院選、衆院選からは決して逃れられない。強権的にやればやるほど、国民の審判を仰ぐ選挙が巨大な壁となって待ち受ける。その覚悟はあるのかと言いたいです。
　−−１２日には日本記者クラブで、武村正義元官房長官（８０）と藤井裕久元財務相（８３）との４人で緊急共同会見をして、安保法制への反対を表明しました。今後、お二人はどう行動されますか。
　山崎氏　私はもう国会議員ではないので外野から世論に警鐘を乱打し続けたい。黙って見ておれません。
　亀井氏　ポイントは野党が体を張ってでも法案を阻止するかどうか。それによって国民の見る目が変わってきます。私は安保法案反対の勢力が、ある意味で「行儀悪く」振る舞えるよう、努力をしたいと思っています。
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